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はじめに

　本章では，国際間地域間産業連関表（国際間地域間表）の作成方法について，
先行研究のレビューを通じて検討する。本研究で予定している日本アジア国際間
地域間産業連関表（日アジア国際間地域間表）の作成は，アジア国際産業連関表（ア

ジア表）の日本部分をいくつかの国内地域に分割し，国内地域同士および国内地
域と他の内生国を地域間取引マトリクスおよび貿易マトリクスを通じて連結する
ことによって行われる。したがって，本研究における国際間地域間表の作成の核
心は，日本の産業連関表（日本表）を分割して地域間産業連関表（地域間表）を
作成することにあると言ってよい1）。
　そこで以下では，まず国際間地域間表の概要について説明した後，その理論的
基礎となっている地域間産業連関モデルについて議論し，本研究で適用する作成
方法を明らかにする。なお，応用例は，本研究における地域分割の対象国である
日本における推計方法に関する先行研究をおもに取り上げる。

国際間地域間産業連関表の
作成方法

桑森　啓・玉村 千治

第1章

1）実際には，日本部分を地域間表に分割するだけではなく，日本の各地域と他の内生（対象）国との貿
易取引の推計（貿易マトリクスの作成）という作業も存在するが，地域間表の作成に際しての日本国
内の地域間交易の推計方法を援用するため，本章では地域間表の作成方法に絞って検討を行う。
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国際間地域間産業連関表の概要1

　まず，国際間地域間表がどのようなものかについて確認しておきたい。
　図1-1は，最も単純な2カ国（α国，β国），国内2地域（α 1とα 2，β 1とβ 2），2産
業部門（部門1，部門2）からなる国際間地域間表のレイアウトである。通常 
の国際産業連関表（国際表）や地域間表であれば，α国とβ国の間の貿易取引 
（ z ij

rs， f i
rs（ r≠ s ; r , s=α ,β ; i , j=1,2）） あるいは国内地域α 1（β 1）とα 2（β 2）の

間 の 地 域 間 交 易（ z ij
rk rl， f i

rk rlな ど z ij
rk rl （k ≠ l ; k , l , i , j=1,2）） の み を 把 握 す る 

ことができるが，図1-1に示される通り，国際間地域間表の場合，より詳 
細に，α国の国内地域（α 1，α 2）とβ国の国内地域（β 1，β 2）との取引関係 
（ z ij

rk sl， f i
rk sl（ r≠ s ; r , s=α ,β ; k , l , i , j=1,2））まで把握することが可能となる。

　しかし，国際表に含まれるすべての国について，地域間取引に関する情報が得
られるとは限らない。むしろ，EUなどのように，各国間で作成する統計が統一
されている場合を除き，すべての対象国の国内地域間取引に関する情報が得られ
ることは稀である。このように，対象国すべてではなく，特定国の国内地域間取
引に関する情報のみが得られる場合の国際間地域間表のイメージを示したものが
図1-2である。図1-2からは，α国については国内地域間取引が把握可能であるが，
β国については国レベルの産業間取引しか把握できないことがわかる。図1-2の
ケースでは，β国においては地域レベルの分析は行うことはできないが，たとえ
ばβ国において発生したショックがα国の各地域に及ぼす影響を細かく分析する
ことができる。したがって，たとえ特定国の国内地域間取引のみが把握可能な非
対称な国際間地域間表であっても，有益な情報を得ることができ，利用価値は高
いと考えられる。
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国際間地域間産業連関表の作成方法2

2-1. アイサード・モデル
　図1-1および図1-2で示される国際間地域間表は，アイサード（Isard 1951）が
提示した「地域間産業連関モデル」（Interregional Input-Output Model: IRIO）が
基礎になっている。図1-3は，3つの国内地域と2つの産業部門からなるアイサー
ドが示した地域間表のイメージである。図1-1および図1-2の国際間地域間表は，
IRIOにおける部門別国内相手地域別の国内地域間取引を，国際間の貿易取引に
も拡張したものである。
　アイサードによるモデルの最大の特徴は，地域の異質性に着目している点であ
る。すなわち，地域間産業連関モデルでは，各地域で生産される財・サービスは，
たとえ同じ産業の生産物であっても，異なる地域で生産されたものは異なる財・
サービスであって，それらの間には代替性はないとみなされる（Isard 1951, 

320）。したがって，このモデルに基づいて作成される地域間産業連関表は，図
1-3に示されるすべての取引に関する情報を収集することが必要となる2）。

2-2. 多地域間産業連関モデル
　上述の通り，地域間産業連関モデルに基づく地域間表を作成する場合は，一国
内のすべての地域間・産業間の取引についての情報を収集することが必要となる。
しかしながら，すべての取引を調査して表を作成することは膨大なコストを要す
ることになり現実的ではないため，一定の仮定に基づいて，より少ない情報から
地域間表を推計する方法が提案されてきた。代表的な推計方法として，①チェネ
リー＝モーゼス・モデル（Chenery 1953; Moses 1955），②行係数モデル，③グ
ラビティ・モデル（Leontief and Strout 1963）の3つがあり，これらは「多地域
間産業連関モデル」（Multiregional Input-Output Model: MRIO）と呼ばれる3）。
それぞれのモデルの特徴などを比較したものが表1-1である。

2）Isard（1951）, p.324参照。
3）これらの方法は，「ノンサーベイ法」（Non-survey Technique）と呼ばれることもある。
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第1章　国際間地域間産業連関表の作成方法

　いずれのモデルについても，①競争型の地域産業連関表（地域表）（図1-4参照）

と②地域別部門別交易額（移出入額）が最低限必要な情報となる4）。グラビティ・
モデルの場合，これら2つの情報に加えて，③2地域 rと sの間の取引に関する特
徴を表す定数に関する情報が必要となるため，グラビティ・モデルは他の2つの

表1-1　多地域間産業連関モデルの比較

（注）推計式における各記号の意味は以下の通りである。

　　ti
rs= 

zi
rs

zi
s  = 

zi
rs

∑r zi
rs ：

  s地域の i産業に対する需要に占める r地域からの移入シェアを表す交
易係数（ r≠ s : r , s=1,2,3; i=1,2）

　　ũi
rs= 

zi
rs

zi
r  = 

zi
rs

∑s zi
rs ：

  r地域の i産業の供給に占める s地域のシェアに関する情報を表す係数
（ r≠ s : r , s=1,2,3; i=1,2）

　　qj
rs：  i産業の生産物の2地域間（ r , s）の取引に関する特徴を表す定数（ r≠ s : 

r , s=1,2,3; j=1,2）

（出所）桑森（2014）表1.4に基づいて作成。

チェネリー =モーゼス・
モデル 行係数モデル グラビティ・モデル

地域間取引額
の推計式

zij
rs = ti

rs aij
ss zj

s zij
rs=ui

rs aij
ss zj

s zij
rs= 

zj
rzi

s

zi
rr  ∙ qj

rs

地 域 間 交 易 に
関する仮定

需要者側が生産物の需
要比率および地域間の
比率を決定

供給者側が生産物の供
給比率および地域間の
比率を決定

供給者・需要者ともに
供給元および需要先は
問題にせず

地 域 間 表 作 成
に必要な情報

・競争輸入型の地域表
・地域別部門別交易額

・競争輸入型の地域表
・地域別部門別交易額

・競争輸入型の地域表
・地域別部門別交易額
・qj

rsに関する情報

主な問題点 ・交易係数の不安定性
・交易係数の不安定性
・ モデル式における逆行

列の非負性の不成立

・交易係数の不安定性
・ モデル式における逆行

列の非負性の不成立

4）各図の注において言葉で説明しているが，図1-4に示される競争型地域表と図1-3に示されるアイサー
ド・モデルに基づく地域間表の関係を，図中の表記を用いて式で表せば，以下のようになる。

zĩj
ss=∑

r

    zij
sr

f ̃ij
ss=∑

r

    fij
sr

つまり，図1-4（競争型地域表）における中間取引額（左辺：z̃ij
ss）および最終需要額（左辺：f̃ij

ss）は，
地域 sにおける地域内中間取引額（右辺：zij

ss）および地域内最終需要額（右辺：fij
ss）に，図1-3（地域

間表）における他地域 rからの中間移入額（右辺：zij
sr(s≠r)）および最終需要移入額（右辺：fij

sr(s≠r)）を
すべて加えたもの（∑r zij

sr および∑r fij
sr ）になっている。したがって，図1-4においては，地域間取引は，

地域内取引に含まれるため，地域間取引を示す非対角部分は空欄（またはゼロ）となる。
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モデルよりも厳しいデータ制約に基づいていることになる。
　また，3つのモデルを理論的妥当性から比較すると，行係数モデルとグラビテ
ィ・モデルはモデル式における逆行列係数の非負条件が保証されないという問題
がある5）。このため，データ制約およびモデルの理論的妥当性の点からは，チェ
ネリー =モーゼス・モデルが最も現実的な地域間表の推計方法として広く用いら
れている。以下では，ほとんど用いられることのない行係数モデルを除いた2つ
のモデルの実際の地域間表の作成への適用について，本研究での対象である日本
における適用事例を中心に説明する。

（1）チェネリー＝モーゼス・モデル

　チェネリー＝モーゼス・モデルに基づいて推計された最も初期の地域間表は，
1963年の米国を対象とした表である。この表は，ハーバード大学のプロジェク
トにおいて，Polenskeを中心としたグループにより作成されたものであり
（Polenske 1970），さまざまな公共政策の分析に利用されている（Kim, Park 

and Kwak 1975; Hill 1975, Golladay and Haveman 1977; DiPasquale and 

Polenske 1980など）。
　一方，日本では比較的早い時期から都道府県や市などの自治体レベルの地域表
が整備されてきたことから，地域間表の作成も盛んに行われるようになった。特
に，1990年代以降は，ほとんどの都道府県について産業連関表が定期的に作成・
公表されるようになり，多地域間産業連関モデルを適用した地域間表の作成が行
われるようになった。全国を対象とした地域間表では，チェネリー＝モーゼス・
モデルの考え方に基づいて，国土交通省が作成・公表している「全国貨物純流動
調査」（物流センサス）を利用して各財の相手地域別のシェア（ti

rs）を計算している。

5）桑森（2014, 14-26）参照。
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第1章　国際間地域間産業連関表の作成方法
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　宮城ほか（2003）は，1995年の47都道府県の産業連関表を45部門に統合し，
それらのうち30部門について物流センサスを用いて地域間交易係数を推計し，
47都道府県間産業連関表を作成している6）。人見・Bundistakulchai（2008） は，
2000年の都道府県表を48部門に統合した表を用いて，24部門について，宮城ほ
か（2003）と同様に，物流センサスの情報を用いて地域間交易係数を推計し，
47都道府県間産業連関表を作成した。なお，人見・Bundistakulchai（2008）では，
物流センサスの情報が利用できない部門については，グラビティ・モデルを適用
して地域間交易を推計している。萩原（2011）は，宮城ほか（2003）の方法に
ならい，59部門からなる4時点（1990, 1995, 2000, 2005）の47都道府県間接続
産業連関表を作成している。

（2）グラビティ・モデル

　チェネリー＝モーゼス・モデル以外にも，グラビティ・モデルを用いて地域間
交易を推計し，地域間表を作成する試みが，おもに日本を対象に行われている。
　金子（1967）は，「修正グラビティ・モデル」を用いて，チェネリー＝モーゼ
ス・モデルとの関係を明らかにするとともに，1960年の日本の地域間表を利用
して地域間交易係数を推計し直し，その妥当性を検討した。推計値を実際の地域
間表と比較した結果，「現実の地域間交易構造をかなりうまく説明するのに成功
している」（金子 1967, 200）としている。
　中野・西村（2007）は，グラビティ・モデルより計算されるある地域から異
なる他の2地域への移出額の比を「グラビティ比」と定義し，その値を求めるこ
とにより地域間交易を推定する方法を提示した。中野・西村（2007）では，こ
の方法により①名古屋市，②名古屋以外の愛知県，③愛知県以外の地域の3地域
間表を作成し，名古屋市が他の地域に与える生産誘発効果を試算している。ただ
し，彼らの方法では，地域間交易がマイナスの値を取る可能性を排除できず，実
際に推計した地域間交易額にマイナス値が生じていることが報告されている（中

野・西村 2007, 52）。

6）宮城ほか（2003）では，物流センサスの対象外である産業については，一定の仮定を置いたり，他
の統計情報（国勢調査など）を用いて，地域間交易を推計している。
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第1章　国際間地域間産業連関表の作成方法

　山田（2013）およびYamada（2015）では，グラビティ・モデルを推定して各
部門の地域間交易係数を推定し，その上でRAS法による調整を行って地域間交
易額を推計するという「グラビティ－RAS法」により，2005年の愛知県や東海
地方を小地域に分割した地域間表を推計している7）。また，Gabela（2020）は
2005年の日本の地域間表から複数のグラビティ－RAS法を用いて推計し直し，
各推計方法の評価を試みている。
　これら日本を対象として，グラビティ・モデルを用いて地域間表を作成する際
には，いずれもパラメータの推定に際して，通商産業省（現 経済産業省）が作成・
公表した9地域からなる地域間産業連関表を利用している。上述の通り，通商産
業省（経済産業省）は，非常に早い時期から全国を対象とした地域間表の作成・
公表を行ってきたことから，グラビティ・モデルによる地域間交易の推計に際し
ての不可欠のデータとして用いられてきた。しかしながら，通商産業省（経済産

業省）による地域間表の作成は不定期に行われており，かつ2005年以降は作成
が行われていない。その後経済産業研究所が2011年表を作成しているが，より
直近の地域間表を作成するために利用することは難しい。一方で，前項で議論し
たチェネリー＝モーゼス・モデルに基づく地域間表の作成に際しては，国土交通
省が毎年作成・公表している物流センサスを利用して地域間交易を推計すること
ができる。したがって，この点において日本を対象とした地域間表の作成におい
ては，データ制約が緩やかであることから，チェネリー＝モーゼス・モデルがグ
ラビティ・モデルと比較してより現実的な方法であると考えられる。

2-3. その他の作成方法
　多地域間産業連関モデル以外の地域間表の作成方法としては，Wilson（1970）

によるエントロピー法やSchaffer and Chu（1969）によるLocation Quotient
（LQ）などに基づく方法があるが，ここでは，比較的多く利用されているLQに
よる地域間表の推計について，日本における応用例を中心に議論する。

7）山田（2013）は，愛知県内を名古屋市とそれ以外の3地域に分割した愛知県内の地域間表を作成し，
Yamada（2015）は，愛知県，岐阜県，三重県の3県の4地域からなる東海地方の地域間表を作成して
いる。
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（1）Location Quotientの基本的概念

　Location Quotient（LQ）は，ある国内地域の産業が，国全体と比較した場合
の相対的な重要度を表す指標であり，元来ある地域の輸出（移出）を推計するた
めに考案された概念であるが（Schaffer and Chu 1969, 85），一国の産業連関表（一

国表）から地域表を調査によらず作成する方法として，広く用いられてきた。
　国内地域 rにおける産業 jの産業 iからの域内投入係数（aij

rr）は，一国表の投入
係数（aij）から，次式によって推計されるとする。

　（1.1）　aij
rr=cij

rr aij

　ただし，
　　aij

rr： 地域 rにおける産業 jの産業 iからの域内投入係数
　　

cij
rr：

 地域 rにおける産業 jの同地域における産業 iからの投入シェア
 （交易係数）
　　aij： 国全体における産業 jの産業 iからの投入係数

　すなわち，地域 rにおける域内投入係数（aij
rr）は，全国における同産業間の投

入構造（aij）に，同地域 rの産業からの投入シェア（cij
rr）を乗じることによって

求められる。この域内産業からの投入シェアcij
rrを求めるために広く用いられてき

たのがLQによる方法である。その手順は以下の通りである。
　ある地域における産業の相対的な重要度は，その産業が国全体と比較して，そ
の地域にどの程度集中しているか（localized）によって計測される。図1-4の表
記（notation）を用いれば，地域 rの第 i産業のLQは，次式のようになる。

　（1.2）　LQi
r = 

xi
r/xr

xi /x

　ただし，
　　xi

r： 地域 rにおける第 i産業の生産額
　　xr=∑i xi

r ： 地域 rにおける全産業の生産額
　　xi=∑r xi

r ： 国全体における第 i産業の生産額
　　x =∑i ∑r xi

r ： 国全体における全産業の生産額（国内生産額）
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である8）。
　（1.2）式の分子は，地域 rにおける第 i産業の生産額が，同地域における全産
業の生産額に占めるシェアを表している。一方，（1.2）式の分母は，国全体にお
ける第 i産業の生産額が，同国における全産業の生産額（国内生産額）に占めるシ
ェアを表している。LQの値により，地域 rは，以下の表1-2のように特徴づける
ことができる。

表1-2　LQの値による地域の特徴づけ

（出所）筆者作成。

LQの値 地域 rの特徴

LQi
r ≥ 1 地域 rは，国全体よりも第 i産業の集中度あるいは第 i産業への特化度

が高い。

LQi
r < 1 地域 rは，国全体よりも第 i産業の集中度あるいは第 i産業への特化度

が低い。

　この指標を用いて，地域 rにおける地域内取引を表す地域内投入係数（aij
rr）は，

以下のように計算される。

　（1.3）　aij
rr = cij

rr aij = { LQi
r ∙ aij　　if LQi

r < 1
aij　　　　 if LQi

r ≥ 1

　ただし，
　　aij = z̃ij / xj ： 国全体の第 j産業の第 i産業からの投入構造を表す投入係数
である。
　すなわち，地域 rにおける第 i産業の集中度が国全体よりも低い場合は，国全
体と比較した場合の地域 rにおける第 i産業の集中度の指標であるLQi

rを国全体の
第 i産業の投入係数aijに乗じることにより調整したものを地域 rにおける地域内投
入係数とし，反対に地域 rにおける第 i産業の集中度が国全体よりも高い場合は，
国全体の第 i産業の投入係数を地域 rにおける地域内投入係数として用いている。
集中度が国と同程度か，あるいは国よりも高い場合に，国全体の投入係数をその
地域の投入構造として用いることは，国全体の水準を上回る生産は，その地域に

8）生産額ではなく，雇用者数を用いて，特化の度合いを計算する場合もある（Hewings, Okuyama 
and Sonis 2002など）。
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おける「余剰」生産（regional “surplus”）と考え，余剰分は地域内では需要されず，
他の地域に移出されると仮定していることになる（Miller and Blair 2009, 350）。
　LQを用いた地域内取引構造の推計は，一国表の情報のみを用いることができ
るというデータ利用上の利点や計算の容易さから，広く利用されるとともに，さ
まざまなバリエーションが提案されてきた。たとえば，Consad Research 
Corporation（1967）は，LQにおけるシェアの推計に際し， i産業から投入して
いる産業のみを集計対象とするPurchase-Only Location Quotient（PLQ）を提
案している。
　また，地域の移入を決定する上では，購入する産業の相対的な規模が重要であ
るにもかかわらず，LQは供給側の産業（ i産業）のみを考慮しているという問題
に対応するため，購入産業のシェアで供給産業のシェアを除したCross-Industry 
Quotient（CIQ）などの指標も提案されている（Morrison and Smith 1974）。
　この他にも，Round（1978）によるSemilogarithmic Quotient（SLQ），Flegg, 
Webber and Elliott（1995）によるFlegg’s Location Quotient（FLQ），Flegg 
and Webber（2000） に よ るAugmented Flegg’s Location Quotient（AFLQ）

などの指標が提案されている。
　Morrison and Smith（1974）やRound（1978），Flegg and Tohmo（2016）な
どは，これらの指標を用いて実際に一国表から地域表を推計し，各指標に基づい
た推計方法のパフォーマンス比較を行っている。Morrison and Smith（1974）は，
8種 類 のnon-survey techniquesを 用 い て， 英 国 の1963年 の 一 国 表 か ら
Peterboroughという都市の1968年の地域表の推計を行った結果，RAS法が最
も予測精度が高く，次いでLQの予測精度が高かったという結果を得ている。
Round（1978） は，1960年 の 英 国 の 社 会 会 計 表（Social Accounting Matrix, 

SAM）から，5種類のnon-survey techniquesを用いてウェールズ地域の表の推
計を行っている。Round（1978）では，各推計方法の間に明確な優劣は見出され
なかったが，各部門の現実値からの乖離を計測した結果，どの推計方法も乖離の
傾向が似通っていることが明らかとなっている。Flegg and Tohmo（2016）は，
4種類の異なる推計方法を用いて2002年のフィンランドの20の地域の投入構造
を推計し，各方法のパフォーマンス比較を行った結果，FLQが他の方法と比較
してはるかに高い予測精度を示したことを報告している。

24-08-166_006_第01章.indd   2024-08-166_006_第01章.indd   20 2024/11/12   12:02:102024/11/12   12:02:10



21

第1章　国際間地域間産業連関表の作成方法

　また，Lamonica and Chelli（2018）は，LQやその関連指標を地域表ではな
く国際表の推計に応用した結果，①LQが最も頑健な推計方法であること，②LQ
を含むいくつかの推計方法では，予測精度は投入係数の値が小さい（ゼロに近い）

取引の割合が高いほどその精度は低下する傾向にあること，③FLQおよびAFLQ
については，一定の状況下においてこうした傾向が当てはまらないことを明らか
にしている。

（2）地域間取引の推計への応用

　地域間表を作成するためには，地域内取引だけでなく，地域間の取引について
も推計を行う必要がある。Round（1978）は，従来は地域内の投入構造を推計す
るための指標であるLQを用いて，2地域間の交易の推計に応用する方法を提示
した。
　いま，1国が rと sの2つの地域により構成されていると仮定する。（1.3）式より，
地域 rにおける産業 iについて，LQの値が1以上である場合（LQi

r≥1），（1.1）式
におけるLQの定義より，地域 sにおける産業 iのLQの値は，1よりも小さくなる
（LQi

s<1）。したがって，（1.3）式より地域 sにおいて，cij
ss=LQi

sが成立する。こ
のとき，2地域間 rと sの間の地域間交易係数は，以下のように決定される。

　（1.4）　cij
rs=1－cij

ss=1－LQi
ss　かつ　cij

sr=0

　（1.4）式より，2地域間の交易の方向とその大きさを，大まかではあるが把握
することが可能となる。石川（2004）および野村ほか（2011）は，この考え方
をベースとして，地域間交易を推計し，それぞれ愛知県と山口県を小地域に分割
した地域間表を作成している9）。
　石川（2004）は，LQを用いて愛知県の地域間表を作成し，中部国際空港整備
事業の経済効果を計測している。石川（2004）では，愛知県の2地域（「知多地域」

および「知多以外の愛知」）と「愛知以外の全国」の3地域の地域間交易係数を，

9）このほか，米国ではHewings, Okuyama and Sonis（2002）が，シカゴ都市圏を対象として，LQを
用いて4つの地域（Region 1（Loop & North Side），Region 2（South Side），Region 3（West 
Side），Region 4（Suburbs））に分割した地域間表を作成している。
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LQを用いて推計している。愛知県の2地域については同じ愛知県に包含される
ため，通常のLQによる方法で推計が可能であるが，県外との取引については，
これら2地域を内包する愛知県全体の移入係数を乗じて交易構造を修正すること
により推計を行っている。
　野村ほか（2011）では，山口県を対象とした4地域（山口市，萩市，その他山口県，

山口県外）の地域間表を，LQを利用して推計し，周遊観光がもたらす経済効果
の計測を試みている。野村ほか（2011）では各地域の地域間交易を，①山口県
と山口県以外，②山口市と山口市以外の山口県，③萩市と山口市・萩市を除く山
口県，の3段階に分けてLQを適用して推計している。
　ただし，（1.4）式や上の例からみてもわかるように，Round（1978）の方法は，
基本的に2地域間の取引を想定したものであり，それぞれの地域ペアについて交
易係数を推計する必要があるため，対象地域が増加すると飛躍的に計算量が多く
なる。そのため，上に挙げた石川（2004）および野村ほか（2011）で作成され
る表も地域数はそれぞれ3地域および4地域に限定されており，地域数が多い場
合には適用することは難しいと言える。

おわりに

　本章では，本研究で作成する国際間地域間表について説明した後，その作成方
法について，おもに地域間表の作成方法に関する研究レビューを通じて検討を行
った。検討の結果，日本を対象とした本研究においては，代表的な多地域間産業
連関モデルであるチェネリー＝モーゼス・モデルに基づく方法が，最も現実的か
つ適切であることが示唆された。
　次章では，本章の検討に基づいて，実際にアジア表における日本部分を分割す
ることにより，国際間地域間表を作成した手順や，作成上の課題について議論す
る。
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